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第１章：問題 
COVID-19 の感染拡大後, 企業におけるテレワークの導入が進んだ（総務省, 2021）。テレワー

クは生産性を高め（Gajendran, Harrison, & Delaney-Klinger, 2015）, 通勤時間の削減に伴う

自由な時間を増加させる（後藤・濱野,2020）。しかし, テレワーカーの仕事上の孤立感はパフォー

マンスに悪影響を及ぼし（Golden, Veiga, & Dino,2008）, 上司・同僚や顧客とのコミュニケーショ

ンの取りにくさが生じる（後藤・濱野,2020）。したがって, テレワークにおける上司のリーダーシップ

やコミュニケーションの質が重要である。 
 
第２章：目的と意義 

テレワークにおける上司のコミュニケーションの質に着目し, 職業性ストレス, ストレス反応, ワー

ク・エンゲイジメントとの関連について検討する。また, テレワーク頻度の異なる企業従業員間でこ

れらを比較し, テレワーク頻度の違いによる検討を行う。以下, 本研究の仮説を示す。 
仮説 1：「仕事の負担」は「ストレス反応」と関連が強く,「仕事の資源」は「ワーク・エンゲイジメント」と

関連が強く, 「要求度-資源モデル」（Schaufeli & Bakker, 2004）と同一の傾向と同様の傾向を

示す。 
仮説 2：上司のコミュニケーションの質が高いとき, ストレス反応は減少し, ワーク・エンゲイジメント

は増加する。ソーシャル・キャピタルも同様の傾向を示す。 
仮説 3：テレワーク頻度が高いほど, 職場の支援的要因（ソーシャル・キャピタル, 上司のコミュニ

ケーションの質, 上司の支援, 同僚の支援）とストレス反応, ワーク・エンゲイジメントの関連性は

強まる。 
 
第３章：方法 

研究倫理委員会の承諾後, Web 調査会社に調査を委託した。関東一都三県に居住する 18-59
歳の企業従業員についてテレワーク頻度によって５分類し, 各群 200 名を対象として調査を行った。

調査は上司コミュニケーションの質尺度, 新職業性ストレス簡易調査票, 職場のソーシャル・キャピ

タル尺度, ワーク・エンゲイジメント尺度, 基本属性, テレワーク状況に関する質問を行った。分析

は SPSS, HAD, js-STAR_XR+を用いた。 
 
第 4 章：結果 

尺度間の相関係数を求めた結果, 「仕事の負担」は, 「ストレス反応」と中程度の正の相関があっ

た。一方, 「仕事の資源」は「ワーク・エンゲイジメント」と正の相関を示した。この結果は,「要求度-資
源モデル」（Schaufeli & Bakker,2004）と同一の傾向を示した。「ソーシャル・キャピタル」「上司コ

ミュニケーションの質」は, 「仕事の資源」と中程度または強い正の相関があった。「ソーシャル・キャ

ピタル」「上司コミュニケーションの質」については, 「ストレス反応」とは弱いまたは中程度の負の相

関, 「ワーク・エンゲイジメント」とは中程度の正の相関がみられた。 
次に, テレワーク頻度ごとに尺度得点を比較した結果, テレワーク頻度が「ほぼ毎日」「週 3 日以

上」の群は「週 1 日未満」「なし」の群よりも「仕事の負担」が少なく, 「コントロール」が高く, 「経営層

との信頼関係」「多様な労働者への対応」を評価し, ストレス反応が少ない傾向にあった。 
テレワーク頻度によるテレワークに関する項目や基本属性の比較では, テレワーク頻度が高いほ

どテレワークが選択でき,適性があると評価し,中断が少なく, 環境が整い, 会社もテレワーク推奨し
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ているという傾向がみられた。また, テレワークをしていない群は睡眠時間が短い傾向にあった。 
テレワーク頻度, 職場の支援的要因（ソーシャル・キャピタル, 上司コミュニケーションの質, 上司

サポート, 同僚サポート）, テレワーク頻度と職場の支援的要因の交互作用を説明変数, ストレス反

応とワーク・エンゲイジメントを目的変数とした階層的重回帰分析を行った結果, ワーク・エンゲイジ

メントを目的変数とした場合に交互作用が認められ, テレワーク頻度が高いほど, 上司コミュニケー

ションの質, 上司サポート, 同僚サポートとワーク・エンゲイジメントとの関連性が強いことが明らかと

なった。 
 
第 5 章：考察 

尺度間相関の結果が「要求度-資源モデル」と同一の傾向を示したことは, 「仕事の負担」は「スト

レス反応」と関連が強く,「仕事の資源」は「ワーク・エンゲイジメント」と関連が強いことを意味している。

したがって, 仮説 1 は支持された。 
「ソーシャル・キャピタル」「上司のコミュニケーションの質」は「仕事の資源」の一部, または, 関連

性の強い要素と考えられる。「ソーシャル・キャピタル」「上司のコミュニケーションの質」の結果から, 
職場内の人間関係や上司のコミュニケーションの質が良好であるほど, ストレス反応が生じにくく, 
ワーク・エンゲイジメントが感じられやすい可能性が示唆された。したがって, 仮説 2 は一部支持さ

れた。 
テレワーク頻度の比較から, テレワークが認められていることは裁量権が得られやすく, 睡眠時

間が確保でき, テレワークへの適性を感じやすい傾向にあることが示唆された。トレーニングや教育

を行うことで, より望ましいテレワーク就業が可能になる可能性も示唆された。 
テレワーク頻度, 職場の支援的要因の階層的重回帰分析の結果から, テレワーク頻度が高いほ

ど, 上司コミュニケーションの質が高いことや, 上司や同僚のサポートがあることがワーク・エンゲイ

ジメントに有効であることが示唆された。したがって, 仮説 3 は一部支持された。 
 

第 6 章：まとめ 
仮説の検証結果から，メンタルヘルスやワーク・エンゲイジメントにおけるテレワークの有用性を

示唆する結果が得られた。また，テレワーカーのワーク・エンゲイジメントは, 上司の支援や同僚と

のつながりによって影響を受けやすい可能性が示唆された。 

最後に，調査の限界として，対象の偏りがあること，テレワーク経験年数を加味できな

かったこと，一部の項目の記載ミスがあったことが示された。 
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